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真庭ＳＤＧｓパートナー制度 

 

制度構築の背景・目的 

 真庭市では以前より木質バイオマス発電などバイオマスエネルギーの利活用を通じたエネルギー自給率

100%という目標を掲げ取組を推進してきており、市総合計画の理念がまさにＳＤＧｓの考え方にも合致するもの

でり、徐々に活動の幅を広げていった。2018 年にはＳＤＧｓ未来都市に選定され、その推進に向けた市民運

動化を図る一環で本パートナー制度も構想、立ち上げている。 

 「ＳＤＧｓ未来都市計画」における位置づけとしては、「各種計画におけるＳＤＧｓ理念の反映・行政体内部とス

テークホルダーとの連携・自律的好循環の形成」を実施することを掲げており、これを踏まえ、真庭市のＳＤＧｓ

の取組に賛同する企業・団体等を募集・登録・発信し、域内外のステークホルダーと連携してＳＤＧｓに取り組

んでいく仕組みとして「真庭ＳＤＧｓパートナー制度」を構築、運用している。 

 なお、市の総合計画も更新の時期となっていたため、未来都市選定も踏まえ、ＳＤＧｓの取組も踏まえて見直

し、更新を図っていっている。 

 

制度運用状況 

運用主体 • 真庭市 

開始後の 

制度運用状況 

• 2018 年より運用開始 

• 現時点の登録数：373 団体・16 個人 ※2023 年 3 月末時点 

申請内容 

（概要） 

• 関係するＳＤＧｓ目標（ゴール） 

• 持続可能な開発目標（SDGs）の達成に貢献する内容 

宣言団体が 

得られる 

メリット 

（概要） 

• 真庭市ＳＤＧｓ円卓会議への参加 

• 真庭市ホームページとの相互リンク 

• 真庭市ホームページへの宣言書の掲載 

• 希望者に対するパートナー登録書の発行 

• 市から「真庭ＳＤＧｓパートナー登録書」を発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

運用を通じた成果 
 パートナーが参加する円卓会議において毎年ディスカッションを 
実施、それがパートナーシップによるプロジェクト創出のきっかけと 
なっていることもある 
 例えば、高校生にも参加いただいている中で、農業高校で制作し

た加工品販売プロジェクト等が進行中 
 円卓会議には金融機関も含め、多様なステークホルダーが参加して 
おり、今後もこのような連携の機会や仕掛けを増やしていきたいと 
考えている 

担当者の声 

「宣言」 制度事例① 
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真庭市担当者の「生の声」 - 制度構築・制度運用にあたってのポイント 

制度構築にあたってのポイント 

• 市で制度の設計を検討したが、同様に企業等に参画いただく形態の制度で既に運用しているものを参

考に設計 

• 幅広い取組を行っている事業者等に集まっていただき、仲間を増やしていきたい、ということを目的とし

たため、制度として要件等を固めすぎないように意識した 

o 登録されたら何かをしなければならない、という制度には敢えてせず、 

趣旨に賛同いただければ参画できる、という形にした 

• ただし、円卓会議には出ていただきたい、という点は伝えている 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度運用にあたってのポイント 

周知・広報 

• 市としての一通りの周知広報を実施 

o 広報紙でコーナーを設ける 

o ローカルテレビで取り上げていただく 

• また、市長の講演等が市外も含め一定の周知になっていると思料 

 

制度運用のコストとメリットのバランス 

• 運用は全て市自身で取組んでいるが、申請の増加により、業務負荷は一定感じ始めている 

• 現状手続きはメールや紙ベースのやり取りが多いため、今後一定の効率化の可能性を模索している 

 

制度の維持・改善に向けた取組 

• パートナー制度としてまずは仲間を増やす形で運用してきたため、今後は各社の取組や 

現状を把握していくことを検討中 

• 現状把握を通じ、円卓会議での議題も更新していくことで、より各参加者・市全体の 

取組の深化を図れると考えている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

 
      

担当者の声 

担当者の声 

既存の類似事例があれば、参考とするのが効果的。 

また、制度の目的に応じて要件などは一定柔軟に考えることが必要。 

取組への賛同者を増やしたうえで、円卓会議等を通じた交流や情報交換

があることで、個別の取組の深化や新たな取組の創造が可能となる 
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【参考 – 制度詳細】 

 

応募資格 

• 真庭市関係者等であって、以下のいずれも該当しないもの 

o 法令等に違反している者 

o 市に納付すべき税を滞納している者 

o 暴力団又は暴力団の構成員であると認められる者 

o その他適当でないと市長が認める者 
 

申請内容 
• 関係する SDGs 目標（ゴール） 

• 持続可能な開発目標（SDGs）の達成に貢献する内容 
 

応募プロセス 

• 「真庭ＳＤＧｓパートナー宣言書」を作成、申込書と共に市役所に提出 

• 市において、応募内容が適切であるかの確認を実施 

• 確認の結果が適切であれば、市のＨＰに宣言書を掲載 

（個人は希望者のみ） 

• 市役所ＨＰへのリンクを設け、企業・団体の名前を紹介（企業・団体のみ） 
 

宣言団体が 

得られる 

メリット 

• 真庭市ＳＤＧｓ円卓会議への参加 

• 真庭市ホームページとの相互リンク 

• 真庭市ホームページへの宣言書の掲載 

• 希望者に対するパートナー登録書の発行 

• 市から「真庭ＳＤＧｓパートナー登録書」を発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【お問い合わせ先】 

真庭市 総合政策課総合政策グループ 

TEL：0867-42-1169 FAX：0867-42-1353 

E-mail：sogoseisaku@city.maniwa.lg.jp 

 

参考 –  

関連リンク 
真庭ＳＤＧｓパートナー 

 

mailto:sogoseisaku@city.maniwa.lg.jp
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静岡市ＳＤＧｓ宣言 

 

制度構築の背景・目的 

 静岡市ではＳＤＧｓの推進を「市政への組込」「情報発信」「普及啓発」の 3 段階に分けて進めてきた。その中

で、市内事業所・団体のＳＤＧｓに対する意識づけ及び取組を促進し、それらの取組状況を見える化するた

め、ＳＤＧｓ宣言制度の運用を開始した。市は、宣言数が増加することによる優良事例の発掘とそれらの横展

開を図り、国内外に向けてその内容を情報発信している。 

 制度構築時点では、ＳＤＧｓそのものに対する認知度も低く、本宣言制度、並びにその他 

イベント等を通じ、まずは認知度を過半数に持っていくことを一つの目的として構築した。 

 

制度運用状況 

運用主体 • 静岡市 

開始後の 

制度運用状況 

• 2019 年より運用開始 

• 宣言数：643 事業所・団体（2023 年 3 月末時点） 

申請内容 

（概要） 

• 宣言事業所・団体としての 2030 年の（又は中長期的な）あるべき姿 

• 宣言事業所・団体の狙い、特徴的な活動 等 

宣言団体が 

得られる 

メリット 

（概要） 

• 市より宣言証が交付される 

• 市ホームページに宣言事業所・団体の一覧を掲載 

• 各種イベントなどによる情報発信 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静岡市担当者の「生の声」 - 制度構築・制度運用にあたってのポイント 

制度構築にあたってのポイント 

• ＳＤＧｓ17 の目標全てに対応するため、市の各分野を横断で見ている企画局企画課が構築 

o 当初は表彰制度なども検討したが、各種ヒアリングを通じて、まずは、ＳＤＧｓに取り組む事業所・

団体の裾野を広げるため、宣言制度に決定 

• ヒアリングは幅広い対象に実施 

o ＣＳＲやＳＤＧｓに既に取り組んでいる事業所や団体 

o これから取り組みたいと考えている事業所や団体 

o 高校など教育機関 等 

• ＳＤＧｓの推進を市全体で進めるため、宣言制度は、ＳＤＧｓを「自分事」と捉え、ボトムアップで機運を高

めていくということを目的に実施した 

      
運用を通じた成果 
• 制度、並びにその他イベントも実施したことで、2021 年のＳＤＧｓ市民
認知度が６割を突破 

• ＳＤＧｓ宣言をしたことをきっかけに、事業所や団体がつながり、民間
主催のイベントや新商品の開発が実施されている 担当者の声 

「宣言」 制度事例② 
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o 当時はまだＳＤＧｓに対する市民の認知度が低く、まずはそれを５割超まで持っていくことを一つ

の目標とした 

o 宣言制度、その他のイベントも通じ、2021 年には６割を超える水準に到達 

（イベントは企画課のみならず、全庁横断で実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度運用にあたってのポイント 

周知・広報 

• 多様な手段で周知、広報を推進 

o 地方紙での掲載 

o 商工会議所などの経済団体に周知 

o 金融機関との出向を通じたつながりを活かした周知 

• 宣言事業所・団体同士の口コミも有効 

 

制度運用のコストとメリットのバランス 

• 運用において一定の負担はあるものの、外部にまたがることなく、企画課内で完結している 

o 毎年宣言書を更新する形となっており、その手続に一定の負担あり 

• 宣言制度を活かした取組としては、学生レポーターによる取組の取材・発信を実施 

o 市内に在住又は通学する若者が市内でＳＤＧｓを推進する事業所・団体を知り、それらを発信す

ることで、地元定着につなげる 

 

金融機関の関わり方 

• 宣言事業所であることを条件とした融資等の商品設計 

o 静清信用金庫、しずおか焼津信用金庫、日本政策金融公庫静岡支店 

• 宣言書の作成サポートを実施 

o 事業所との対話を通じ、金融機関自身にとっても顧客課題を把握する機会となっている 

 

制度の維持・改善に向けた取組 

• 制度自体の認知や宣言数は一定水準に達しており、今後は宣言事業所・団体と連携したイベント等の

取組を検討していきたい 

o 「ＳＤＧｓ連携アワード」を 2021 年度に開始 

（事業所・団体の“連携”した取組に特化した表彰制度） 

• 今後は、宣言事業所・団体の交流会等も実施していくことを検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

 
      

担当者の声 

担当者の声 

関連ステークホルダーへのヒアリングを実施することで、 
どのような制度や取組を実施すべきかの解像度が上がった 

金融機関とも連携しながら、積極的な周知・広報を実施。 
今後は、宣言事業所・団体同士の交流等を通じ、更なる取組の深化を図

っていきたい。 
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【参考 - 制度詳細】 

 

応募資格 

• 市内に本店、支店又は営業所等を有する企業、法人、団体、個人事業主、教育機

関等であること 

• 暴力団、暴力団員及び暴力団員等と密接な関係を有するものでないこと 

• ＳＤＧｓを積極的に推進していること 
 

申請内容 

• 宣言事業所・団体としての 2030 年の（又は中長期的な）あるべき姿 

• 宣言事業所・団体としての狙い、特徴的な活動 

• 目標に関連する取組内容（ＳＤＧｓのゴールと紐づけ） 

• 宣言後は毎年、目標に対する実績と次年度の目標を報告 
 

宣言プロセス 

• 「静岡市ＳＤＧｓ宣言書」に必要事項を記載、提出 

• 市において内容を随時確認（不備がある場合は、担当者宛てに確認） 

• 不備がない場合は、静岡市ＨＰ上でＳＤＧｓ宣言書及び宣言事業所・ 

団体一覧を公表（提出から 1 か月程度） 

• 事業所・団体あてに「ＳＤＧｓ宣言証（受付証明）」を交付。 

• 毎年 1 月～2 月末頃、取組目標に対する実績と次年の目標を報告するための「ＳＤ

Ｇｓ宣言達成状況報告書」を提出 
 

宣言団体が 

得られる 

メリット 

• 市より宣言証が交付 

• 静岡市のホームページに宣言事業所・団体の一覧を掲載 

• 市が参加する各種会議等で、先進事業所・団体による取組として、その内容を積極

的に情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【お問い合わせ先】 

静岡市 企画局 企画課 移住・事業推進係 

TEL：054-221-1022 FAX：054-221-1295  

E-mail: kikaku@city.shizuoka.lg.jp 

 

参考 –  

関連リンク 
静岡市 SDGs 宣言事業について 

 

mailto:kikaku@city.shizuoka.lg.jp
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 71 
  72 
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長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度 

 

制度構築の背景・目的 

 長野県では、経済団体、金融機関、大学等支援機関と連携し「環境」、「社会」、「経済」の 3 側面を踏まえ、

企業等が経営戦略としてＳＤＧｓを活用することを支援する制度を創設。制度を通じ県内企業等がＳＤＧｓと企

業活動との関連について「気付き」を得るとともに、具体的なアクションを進めることを目指している。県はＳＤＧ

ｓのゴール等につながる具体的な取組を提示し、提示内容を踏まえ具体的なアクションに取り組む企業等を

登録し、オリジナルの登録マークの提供や HP 等による公表を通して PR している。 

 

制度運用状況 

運用主体 • 長野県 

開始後の 

制度運用状況 

• 2019 年より運用 

• 登録数：1822 団体 (2023 年 3 月末) 

o 2019 年に第 1 期を募集、その後四半期に一度登録を行っている 

o 第 1 期の登録団体は 80 者であったが、年々登録希望者が増えており、近年

では約 200 団体の登録が行われる期もある 

申請内容 

（概要） 

• 環境、社会、経済の 3 側面全てに関して、以下の 2 項目を申請 

o SDGs 達成に向けた重点的な取組 

o 2030 年に向けた目標 

• 長野県が設定したＳＤＧｓに係る 42 のチェック項目に関する具体的な 

取組の申請 

登録団体が 

得られる 

メリット 

（概要） 

• 県のホームページなどでＳＤＧｓの取組を紹介 

• 登録マークの使用 

• 中小企業融資制度における金利面の優遇 

• 入札制度における参加資格要件に係る加点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

運用を通じた成果 
• 制度創設当初、2030 年までに 1,000 者を目標としていたところ、予想
を上回るスピードで登録者が増加しています 

• ＳＤＧｓの認知や取組は着実に増加しており、民間調査会社の意識調査
によると、長野県においては「SDGｓに積極的」な企業が６割を超え
ており、取り組む企業の７割以上が具体的な効果を実感しています。 

担当者の声 

「登録」 制度事例① 
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長野県担当者の「生の声」 - 制度構築・制度運用にあたってのポイント 

制度構築にあたってのポイント 

• 関連ステークホルダーと幅広く連携し、コンソーシアムとして制度設計を検討 

o 地域金融機関 

o 経済団体 

o 教育機関 等 

o また、中小企業でも取り組みやすい内容とし、あくまで自社の取組と SDGｓとの関連性に「気づく」

こと・具体的なアクションを促すことを目的にしたレベル設定を意識セルフチェックと宣言、という

要件にすることで取組のレベルまでは求めず、ハードルを高くしすぎない 

 

 

 

 

 

 

制度運用にあたってのポイント 

周知・広報 

• ポータルサイトでの発信に加え、金融機関と連携した発信を実施 

o 各金融機関と連携し開催するＳＤＧｓ関連の説明会やセミナーに登壇、等 

o また、各金融機関による関連商品の展開も周知に寄与 

• 更に、本制度への登録が県の入札参加資格要件の加点項目となっていることも一定普及に寄与して

いると想定 

 

制度運用のコストとメリットのバランス 

• 事務手続については、一定のノウハウが蓄積されたタイミングでアウトソース 

o 具体的には、申請受付業務をアウトソース 

o 想定を上回るスピードでの申請があったこともあり導入するに至った 

• 参加者同士の交流の場を設けることで、マッチングや取組の活性化を図っている 

o ポータルサイトの中の掲示板やセミナーでの交流の場を設計 

o 直近では登録企業同士で取引が発生したり、自主的な交流会が開催されたりと活動の活性

化も聞こえてきている 

 

金融機関の関わり方 

• 各金融機関が、一部商品において登録を要件の一つとして展開 

o 上田信用金庫 –SDGs/ESG サポートローン 

o 長野銀行 – ながぎん SDGｓサポートローン 

o 八十二銀行 –八十二「地方創生・SDGs 応援私募債」・SDGｓローン  等 

 

制度の維持・改善に向けた取組 

• 企業が「登録した」だけで終わりにしないよう、３年の更新制とし、１年に１度の進捗報告を義務付けて

いる 

o 進捗報告 – 掲げた目標に対する現状を報告 

o 更新 – “SDG Compass”を基にした、自身のＳＤＧｓに関する強み・弱みを測れる 

ツールを県が独自に開発し、更新時に自己診断をいただいている 

• また、進捗状況はポータルサイトを活用し対外的に公表する形にしている 

o 元々は各社ＨＰ等での公表としていたが、確認しきることも難しいため、別途 

ポータルサイトを構築 

o 進捗報告のオンライン化、透明性担保、普及効果もあり、意義が大きいと感じている 

 

 

 

 

 
      

 
      

各ステークホルダーとの連携を通じ、制度のメリットも拡大（後述）。 
中小企業でも取り組みやすいレベルの制度とした。 

制度を通じた取組の深化に向けて、進捗報告、並びに３年ごとの更新を 
義務付けている。 

担当者の声 

担当者の声 



16 | 
 

 

【参考 – 制度詳細】 

 

登録要件 

• 県内企業等であること 

o 長野県内に本社又は支社等を有し、県内において事業活動を行う企業、法

人、団体、個人事業主で、構成員が長野県暴力団排除条例第２条第２号に

規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でない 

• 環境・社会・経済の３側面の取組及び目標が設定されていること。 

• ＳＤＧｓ達成に向け、既に取り組んでいる又は登録後に取り組む具体的な取組内容

があること 
 

申請内容 

• 環境、社会、経済の 2 側面全てに関して、以下の 3 項目を申請 

o SDGs 達成に向けた重点的な取組 

o 2030 年に向けた目標 

• 長野県が設定したＳＤＧｓに係る 42 のチェック項目に関する 

具体的な取組の申請 
 

登録プロセス 

• 申請書に基づき、登録を申請 

• 運営主体において、申請が登録要件を満たすと認める場合は、登録するとともに、

登録証の交付と登録マークの使用を認める 
 

登録団体が 

得られる 

メリット 

• 県のホームページなどで SDGs の取組を紹介 

• 登録マークの使用 

• 中小企業融資制度における金利面の優遇 

• 入札制度における参加資格要件に係る加点 

県内に新たに事業所を設置したＩＴ系登録企業等に対する助成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【お問い合わせ先】 

長野県 産業労働部産業政策課 

TEL：026-235-7205 FAX：026-235-7496 

E-mail：san-sdgs@pref.nagano.lg.jp 

 

参考 –  

関連リンク 

長野県 SDGs 推進企業登録制度 

長野県 SDGs 推進企業登録制度とは（長野県ＳＤＧｓ推進企業情報サイト） 

長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度実施要綱 
 

mailto:san-sdgs@pref.nagano.lg.jp
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【参考 – 関連資料】 77 
 78 
 79 
  80 
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 81 
【参考 – チェックリストより抜粋】 82 
 83 

 84 

  85 
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かながわＳＤＧｓパートナー 

 

制度構築の背景・目的 

 神奈川県は「かながわ SDGs 取組方針」において、SDGs 展開において「旗振り・率先・後押し」の役割を担う

と定義。SDGs の推進に資する事業を展開している企業・団体等を県として募集・登録・発信し、連携して

SDGs の普及促進活動に取り組むため、パートナー制度を展開。 

 

制度運用状況 

運用主体 • 神奈川県 

開始後の 

制度運用状況 

• 2019 年より運用開始、2023 年 2 月から随時募集を開始 

• 2023 年 3 月末時点での登録パートナー数：958 者 

申請内容 

（概要） 

• SDGs 事業の概要 / 詳細（経済・社会・環境の三側面の統合的取組） 

• 関連する SDGs のゴール 

• SDGs 事業の公開（ホームページの URL） 等 

登録団体が 

得られる 

メリット 

（概要） 

• 県の中小企業制度融資による支援 

• 県による対外的な広報・PR 

（県ホームページへの掲載、ロゴ使用可） 

• 「かながわ SDGs パートナーミーティング」等のパートナー間のマッチング支援 

• 中小企業者の SDGs 経営に向けた取組支援 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

運用を通じた成果 
• パートナーMTG で毎回テーマを設定し実施することで、 
そのテーマに沿ったパートナー同士の出会いや、新たな取組の創出が 
実現できたという話も聞こえてきている 
o コロナ前は対面で開催し、大きな会場でブース出展も 

可能にしてマッチング等を実施したこともある 
o コロナ後はオンラインを中心に原則毎月開催、 

テーマをセットすることで効果的な交流、情報交換を実現 

担当者の声 

「登録」 制度事例② 
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神奈川県担当者の「生の声」 - 制度構築・制度運用にあたってのポイント 

 

制度構築にあたってのポイント 

 県全体では 2012 年 3 月に策定した総合計画の基本理念に「いのち輝く神奈川」を掲げ、様々な施策を連

環させて総合的に取組を進めており、その考えはＳＤＧｓの理念と軌を一にすることから 2018 年にＳＤＧｓ推進

本部・推進課を立ち上げ、主要ステークホルダーとも協議しながら各制度の構築を進めてきた 

• 構築時には、地域金融機関に加え、地域において重要な各ステークホルダーとも協議 

• 加えて、県として民間企業を会員とする連携制度を過去にも立ち上げた経験があったことから、 

それを活かして制度としては立ち上げていった 

 

 

 

 

 

 

 

制度運用にあたってのポイント 

周知・広報 

• 構築時には記者発表を実施し、知事の定例会見等でも発信 

• その後、ローカル局などメディアと連携した周知活動も実施 

 

制度運用のコストとメリットのバランス 

• パートナーによるＳＤＧｓの普及啓発効果は大きい 

• 県として何かを呼びかける際に、パートナーが核となることで事業者との距離感が近くなり、 

より密な連携が可能になっている 

o 災害等の支援に際してパートナーに呼び掛けることで、商品やサービスの無償提供の 

手上げが多くあった 

• 現状は交付金等も活かして運用をしているが、持続的な制度の在り方を検討している 

o システムのデジタル化等を通じて運用を効率化する、といった工夫は検討中 

 

金融機関の関わり方 

• 横浜銀行とは制度構築時に協議を実施し、運用においても様々な連携を行っており、横浜銀行からも企

業にＳＤＧｓパートナー制度を案内するなど協力関係にある。 

• 2018 年 12 月 19 日にはＳＤＧｓの達成や県内地域のより一層の活性化に向けて「ＳＤＧｓ推進に係る連携

と協力に関する協定」（ＳＤＧｓ推進協定）を最初に締結し、以来ＳＤＧｓの周知、新商品開発、寄付の協力

などで関わっている。 

 

制度の維持・改善に向けた取組 

• パートナーＭＴＧを複数回開催したことで、パートナー同士のつながりの構築が自発的な取組につながるこ

とが明らかになった 

o 今後も、オンラインでの連携機会を継続することなどを検討 

• また、地域事業者にとってはＳＤＧｓという概念を知っても、具体的に何をすればよいかが分からないことも

多いが、誰もが取り組みやすい事例の共有を目的にパートナーから 

「みんなのＳＤＧｓ」としてヒントとなるような取組を募集、表彰するといった取組も実施 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

 
      

担当者の声 

担当者の声 

過去に自治体として何らかの登録制度等を立ち上げている場合は、 

その体制や手法を参考にすることで効率的な構築が可能に 

登録者同士の交流を通じたマッチングの機会に加え、誰でも取り組める

事例についても可視化し、表彰するといった取組を推進 



21 | 
 

【参考 – 制度詳細】 

 

応募資格 

• 本県内に事業所を有する企業・団体等であること 

• 県税などに未納がないこと 

• 暴力団経営支配法人等に該当しないこと 

• 過去 3 年以内に、重大な法令違反がないこと 

• 経済・社会・環境の三側面全てに関わる取組を実施していること 

• SDGs を活用して事業に取り組んでいることが、誰が見てもわかりやすく、 

公表されていること 

• かながわ SDGs パートナーとして、SDGs の普及促進に取り組み、パートナーミーティ

ングやみんなの SDGs など県の SDGs の取組に積極的に参加し、多様なステークホ

ルダーとの連携が図れること 
 

申請内容 

• SDGs 事業の概要 / 詳細（経済・社会・環境の三側面の統合的取組） 

• 関連する SDGs のゴール 

• SDGs 事業の公開（ホームページの URL） 

• かながわ SDGs パートナーの活用方法 

• かながわ SDGs パートナー登録申請に至った経緯 

• 普及促進・SDGs アクションへの協力 
 

登録プロセス 
• 申請受付後、本県が内容等を確認し、登録要件を満たしていると判断した 

場合は、パートナーとして登録（概ね翌月末までに登録・公表予定） 

 

登録団体が 

得られる 

メリット 

• 県の中小企業制度融資による支援 

• 県による対外的な広報・PR 

（県ホームページへの掲載、ロゴ使用可） 

• 「かながわ SDGs パートナーミーティング」等のパートナー間の 

マッチング支援 

• 中小企業者の SDGs 経営に向けた取組支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【お問い合わせ先】 

神奈川県 政策局いのち・未来戦略本部室ＳＤＧｓ推進グループ 

TEL：045-285-0539  

E-mail：sdgs-kikaku.gr3g@pref.kanagawa.lg.jp 

 

参考 –  

関連リンク 

かながわ SDGs パートナーについて 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/bs5/sdgs/partner.html 
 

mailto:sdgs-kikaku.gr3g@pref.kanagawa.lg.jp
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【参考 – 関連資料】 86 
 87 
『「かながわＳＤＧｓパートナー」登録申請 記載要領・記載例』より抜粋 88 
https://www.pref.kanagawa.jp/documents/42455/2kisairei.pdf 89 
 90 

 91 
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さいたま市ＳＤＧｓ企業認証制度 

 

制度構築の背景・目的 

 ２０１２年より「ＣＳＲチャレンジ認証制度」を運用しており、制度を発展的に移行するかたちで、本制度を構

築。ＳＤＧｓの理念を尊重し、経済・社会・環境の三つの分野を意識した経営活動を推進する市内企業を、さ

いたま市が「ＳＤＧｓ認証企業」として認証し、ＳＤＧｓに取り組む市内企業の経営支援を行う。認証企業におけ

るＳＤＧｓ経営の推進を支援することで、市内企業の持続可能な成長を後押しするとともに、地域経済の発展

や社会課題の解決を図る。 

 

 

制度運用状況 

運用主体 • さいたま市 

開始後の 

制度運用状況 

• 2021 年４月より運用開始 

• 2022 年度までに１９６社を認証 

申請内容 

（概要） 

• 応募動機・目的 

• これまで行ってきたＳＤＧｓのゴール達成につながる取組実績 

• 市独自の「ＳＤＧｓチェックリスト」による自己チェック、目標設定 

認証団体が 

得られる 

メリット 

（概要） 

• さいたま市によるＰＲ支援 

• さいたま市ＳＤＧｓコミュニティ活動への参加 

• 認証企業へのＳＤＧｓ経営支援等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

運用を通じた成果と課題 
• 認証制度の運用を通じて、ＳＤＧｓの認知度が高くなり、積極的に取り
組む企業が増えていることを実感。 

• 一方で、認証を取得することが目標となっている企業も多くいるため、
認証を取ってから自社で立てた目標を達成するためのフォローアップを
充実させたいと考えている。 

担当者の声 

「認証」 制度事例① 
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さいたま市担当者の「生の声」 - 制度構築・制度運用にあたってのポイント 

制度構築にあたってのポイント 

既に運用していた「ＣＳＲチャレンジ企業」の制度を基に構築した。 

• 「ＣＳＲチャレンジ企業認証制度」において、マニュアルやチェックリストを作成しており、それを基にＳＤ

Ｇｓ推進マニュアルやＳＤＧｓチェックリストを作成。 

• また、ＳＤＧｓの認証として適切な体制や内容とするために、外部の専門家や地域金融機関との協議も

踏まえ制度を構築した。 

また、新制度への移行の際に検討したこととして 

• 市内企業の経営支援を目的とする制度としたため、営利団体である企業及び組合を対象とした。（ＮＰ

Ｏなどは対象外） 

• ＳＤＧｓの達成には多くの事業者の協力が必要不可欠であるため、市内中小企業に限らず、市外に本

店を置く事業者や大企業も含めて認証の対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

制度運用にあたってのポイント 

周知・広報 

• 前身の「ＣＳＲチャレンジ企業」に対し、制度が移行することの周知 

• それに加え、新規認証企業の増加を目指し、認証制度の説明会、商工会議所とも連携したメールマガ

ジンの発信、各種団体のセミナー等において講演などを実施 

制度運用のコストとメリットのバランス 

• 前提として、ＳＤＧｓに取り組んでいくこと自体にメリットがあることを訴求している 

• その上で、具体的なメリットとしては以下のものが挙げられる。 

o コミュニティ活動における企業間交流や知識の習得 

o ＨＰにおける企業情報の紹介や事例集の発行を通じたＳＤＧｓの取組に関するＰＲ支援 

o 専門家派遣等によるＳＤＧｓ経営支援 

金融機関の関わり方 

• 認証企業に対する市の制度融資を用意している。 

• 市内金融機関とは、ＳＤＧｓに関する情報交換やさいたま市ＳＤＧｓ企業認証制度の紹介等、市内企業の

ＳＤＧｓの推進を目指し、連携を図っている。 

 

制度の維持・改善に向けた取組 

• 今後は、社会課題の解決に向け、事業性を持った持続可能な活動に取り組む企業を増やすことが必要

だと考えている。 

• また、社会課題の解決に向けては１社だけでは限界があるため、認証した企業同士のつながりを作って

いくことを目指している 

o 将来的には、認証企業同士がパートナーシップを組み、地域課題を解決することによる、地域経

済の発展を目指していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

 
      

担当者の声 

担当者の声 

誰を対象にどのような制度にするのかを意識をして構築することが重要 

地域課題解決に向け、事業性を持った持続可能な活動ができる企業の増

加を目指していきたい。 
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【参考 - 制度詳細】 

 

申請対象 
• さいたま市内に本社、本店、支店、営業所等の事業所を有し、市内において事業を

営む者で、暴力団員等に該当しない者 

 

申請内容 

• 申請書（応募動機・目的等を記載） 

• これまで行ってきたＳＤＧｓのゴール達成につながる取組実績 

• 市独自の「ＳＤＧｓチェックリスト」 

o 「マストＳＤＧｓ」（１０項目） 

企業活動を行う上での必須項目を列挙したもの 

o 「ベーシックＳＤＧｓ」（９５項目） 

多くの企業でも実践できるＳＤＧｓの取組を列挙 

o 「チャレンジＳＤＧｓ」 

 企業が掲げるＳＤＧｓ目標を３つ以上記載 
 

企業の認証ま

でのプロセス 

• 「ＳＤＧｓチェックリスト」に基づき、自社のＳＤＧｓ取組状況を自己診断し、自社のＳＤ

Ｇｓの取組に係る目標を設定 

• 申請書、誓約書、チェックリスト等を市に申請 

必要に応じて申請企業に対し、チェックリストの内容について確認するための訪問を

実施 

• 申請内容に基づき、「さいたま市ＳＤＧｓ企業認証審査会」による審査を実施 

o 大学教授、金融機関関係者等１２名により構成 
 

認証団体が 

得られる 

メリット 

• さいたま市によるＰＲ支援 

o 市報、プレスリリース、市ホームページ等による企業名や企業概要、ＳＤＧｓの

取組内容等の紹介に加え、「ＳＤＧｓ認証企業事例集」を作成 

• さいたま市ＳＤＧｓコミュニティ活動への参加 

o ＳＤＧｓ経営に関する勉強会を定期的に開催するほか、事例発表会やワーク

ショップ等をテーマごとに実施し、各社のＳＤＧｓの取組を深化させる機会を提

供 

• ＳＤＧｓ経営支援 

o 認証企業からの要望に応じ、専門家派遣等による課題解決支援を行う他、認

証企業向けの制度融資である「さいたま市ＳＤＧｓ企業支援資金融資」による

金融支援を実施 

• ＳＤＧｓ認証企業合同説明会 

o ＳＤＧｓ認証企業に対するＳＤＧｓ経営支援及び人材確保を目的に認証企業

限定の面接会を実施 

 

 

 

 

 
 
【お問い合わせ先】 

さいたま市 経済局/商工観光部/経済政策課 支援係 

TEL：048-829-1362 

E-mail：keizai-seisaku@city.saitama.lg.jp 

 

参考 –  

関連リンク 

さいたま市ＳＤＧｓ企業認証制度 

さいたま市ＳＤＧｓ推進マニュアル 
 

mailto:keizai-seisaku@city.saitama.lg.jp
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【参考 – チャレンジＳＤＧｓ目標記入シート】 95 

 96 

（様式第３号の３）
企業名： 株式会社○○○○ 年  　　月　　日

No. 記入項目
【タイプ１・２・３】　(ベーシックSDGsNo.___　____)*タイプ1・2の場合記載

【タイプ１・２・３】　(ベーシックSDGsNo.___　____)*タイプ1・2の場合記載

【タイプ１・２・３】　(ベーシックSDGsNo._______)*タイプ1・2の場合記載

①

②

③

① 令和9年3月

② 令和9年3月

③ 令和9年3月

①

②

③

①

令和9年３月時点で達成するKPI：

【各年での目標値】
現状値：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和5年3月：
令和6年3月：　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和7年3月：
令和8年3月：　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和9年3月：

②

令和9年３月時点で達成するKPI：

【各年での目標値】
現状値：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和5年3月：
令和6年3月：　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和7年3月：
令和8年3月：　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和9年3月：

③

令和9年３月時点で達成するKPI：

【各年での目標値】
現状値：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和5年3月：
令和6年3月：　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和7年3月：
令和8年3月：　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和9年3月：

5

ＫＰＩ
さいたま市内に本店又は本社
を持たない場合は、さいたま
市内の事業所単位でＫＰＩを
立ててください。

3
目標達成期限
（原則として、申請年度の４
年度後の3月）

4
目標達成に向けた取組内容
（できる限り具体的に記入し
てください）

さいたま市ＳＤＧｓ企業認証に係るチェックリスト自己診断結果票
（チャレンジＳＤＧｓ目標記入シート）

1

目標
（５年先の目標を簡潔に記入
してください）
（目標のタイプ番号を右欄
外を参照し選択してくださ
い。タイプ１・２は、該当
するベーシックSDGsのNo.
を記載してください）

申請企業記入欄

2
関係するＳＤＧｓのゴール
（関係する１７のゴールの番
号を記載してください）

①

②

③
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とっとり SDGs 企業認証制度 

 

制度構築の背景・目的 

 SDGs 未来都市・鳥取県のテーマは「人づくり」。小さな県ならではの小回りを利かせたマルチステークホル

ダーの連携、SDGs の県民運動化を進めるとともに、「知る」「実践」「パートナーシップ」の３ステップによるパッ

ケージ支援を官民連携して展開している。 

 とっとり SDGs パートナー制度（宣言・登録制度、2020 年９月創設）を皮切りに、大学や金融、経済団体等と

の検討を経て、とっとり SDGs 企業認証制度を 2022 年度に創設・運用開始。特に企業認証制度について

は、県内企業が SDGs を推進する上での指針や評価基準がない中で、国際的な様々な開示基準などをもと

に SDGs 経営の推進に関連性・重要性が高いものを抽出・再構築したものであり、本制度の活用を通じて県

内企業への SDGs 経営の浸透、ひいては企業価値の向上と県内産業の振興へつなげていくことを目指して

いる。 

 

 

制度運用状況 

運用主体 • 鳥取県 

開始後の 

制度運用状況 

• 2022 年に第 1 回公募を実施、27 社を認証 

※認証期間は 3 年、1 年毎に進捗報告を実施 

申請内容 

（概要） 

• 2030 年に事業者が目指す姿、その実現に向けた重点的な取組及び影響分析 

• SDGs を推進する組織体制 

• SDGs3 側面に分類した各取組項目に対する、現在の取組と今後の目標、目標達成

に向けた取組（社会・経済・環境で各 10 項目、計 30 項目を設定） 

認証団体が 

得られる 

メリット 

（概要） 

• 認証申請に位置付けた事業を対象とした県の低利率の融資、SDGs 経営に係る補

助金を受けることが可能 (新規需要開拓設備資金「SDGs 特別枠」、鳥取県企業版

ふるさと納税タイアップ事業 等)  

• 認証企業のビジネスマッチングを後押し 

• SDGs 経営を強化するための専門家の派遣 

• 県主催のセミナーや県ホームページでの紹介、事例冊子の配布などによる PR 

• 認証マークの使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

運用を通じた成果 
• 県の「産業振興未来ビジョン」において認証数の KPI（3年間で 

50 社）を立てており、現時点ではそれに向け順調に推移 
• 申請書類、審査のポイント、認証企業の申請内容など、大部分を 
公開することで、企業の取組の参考となることはもちろん、 
支援機関や他自治体との調整や意見交換の円滑化につながっている 

担当者の声 

「認証」 制度事例② 
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鳥取県担当者の「生の声」 - 制度構築・制度運用にあたってのポイント 

制度構築にあたってのポイント 

• 認証制度の創設に向けた検討会を立ち上げ、1 年かけて議論、制度構築を行った 

o 金融機関、商工団体、学術機関（大学）、県、で構成 

 金融機関 – 4 者（保証協会含む） 

 商工団体 – 3 者 

 大学 – 2 者 

o たたき台は、県が作成し、それに基づき意見交換を行った 

• 40 社ほど直接訪問し、個別ニーズの聞き取りや制度の狙いなどについて意見交換を実施 

o 制度の試行として行ったパイロット版（実際に申請し取組支援を受けてもらうもの）で実際に申請

した企業の声や試行審査での課題を制度構築に活かした 

 

 

 

 

 

 

制度運用にあたってのポイント 

周知・広報 

• 先行してパートナー制度を運用していたため、パートナー登録者を中心に声かけを行った 

• 試行運用を行うパイロット版には 41 社が申請し、34 社が試行審査を通過した 

o パイロット申請することで着実に認証申請の準備が進められ、スムーズに本申請へ向かえた企業

が多かった（第１回公募で認証となった２７社のうち、７割以上はパイロット版に申請した企業） 

 

制度運用のコストとメリットのバランス 

• 現時点では制度運用を直営で行っており事務局の負担は大きいが、運用を通して、県内企業の現状

や様々な課題を拾うことができ、地域産業振興に向けた施策検討の契機となっている 

• 企業視点では、申請によって SDGs と自社の取組を整理、紐づけするきっかけになった、という声が多

く、手間や時間的負担がかかっても申請する意味があると理解されている 

o 申請書＝自社の SDGs 計画書と位置づけ、社内での SDGs 浸透に役立てたり、外部発信の根

拠としたり、申請書類を直接活用している例も多い 

 

金融機関の関わり方 

• 地域金融機関や民間保険会社で、認証申請を見据えた SDGs 経営推進支援などを行っている 

o 経営コンサルティング、セミナー・ワークショップ、専門家派遣など 

o 金融機関等にとっては営業活動の一環ともなる 

• 認証取得メリットとして提供している県の融資は、SDGs 特別枠を新設 

 

制度の維持・改善に向けた取組 

• 脱炭素や人的資本に対する制度や価値観など、大きな転換期を迎えていることから、企業価値向上

のための羅針盤となるよう今後も必要な見直しを図っていきたい 

• また、県内外で活躍する認証企業の SDGs の取組が、幅広い自治体で円滑に認知・評価されるよう、

他自治体や民間企業との広域連携などを検討していきたい 

 

 

 

 

 

 
      

 
      

担当者の声 

担当者の声 

なるべく多くのステークホルダーを巻き込むことで、制度の目的に 
沿った対象へのアプローチや、求めるべき要件の解像度が上がる 

制度の目的によっては、実際に企業等にヒアリングをしたり、 
試験的にパイロット事業を走らせることで、より具体なニーズの把握や 
制度の深化が可能となる 
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【参考 - 制度詳細】 

 

応募資格 

• 県内に拠点を有し、主たる事業として営利事業を行う事業者であること 

• 過去２年間の事業活動に関し、故意又は重大な過失による法令違反をして 

いないこと 

• 風俗営業、性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を営むものではない 

こと 

• 暴力団、暴力団員及び暴力団員等と密接な関係を有するものでないこと 
 

申請内容 

• 2030 年に事業者が目指す姿、その実現に向けた重点的な取組及び影響分析 

• SDGs を推進する組織体制 

• SDGs3 側面に分類した各取組項目に対する、現在の取組と今後の目標、目標達成

に向けた取組（社会・経済・環境で各 10 項目、計 30 項目を設定） 
 

認証プロセス 

• 申請書とチェックシートを県に提出 

• 県において申請要件を確認（形式確認） 

• 県において認証基準を確認（事務局審査） 

• とっとり SDGs 企業認証審査会により、書面審査並びにヒアリング審査を実施 

（書面審査の結果によっては、ヒアリングがない場合もある） 

• 審査結果に基づき認否を決定 

 

※とっとり SDGs 企業認証審査会の詳細は、県の条例に基づき公表 

審議会等情報 - 鳥取県表彰・認定等審査会（とっとり SDGs 企業認証審査会） 

 

認証団体が 

得られる 

メリット 

• 認証申請に位置付けた事業を対象とした県の低利率の融資、SDGs 経営に係る補

助金を受けることが可能 (新規需要開拓設備資金「SDGs 特別枠」、鳥取県企業版

ふるさと納税タイアップ事業 等)  

• 認証企業のビジネスマッチングを後押し 

• SDGs 経営を強化するための専門家の派遣 

• 県主催のセミナーや県ホームページでの紹介、事例冊子の配布などによる PR 

• 認証マークの使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【お問い合わせ先】 

とっとり SDGs 企業認証サポート窓口（鳥取県商工労働部商工政策課内） 

TEL：0857-26-7538 FAX：0857-26-8117 

E-mail：shoukou-seisaku@pref.tottori.lg.jp 

 

 

参考 –  

関連リンク 

とっとり SDGs 企業認証制度トップページ 

とっとり SDGs 企業認証制度申請の手引き 
 

mailto:shoukou-seisaku@pref.tottori.lg.jp
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【参考 - 関連資料】 97 
 98 
 99 
  100 
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